H22税制改正とグループ法人税制

2010.11.12

船戸　明

【1】 グループ法人税制の導入

1 グループ重視への最近の動向

	
	法制
	税制
	企業会計

	H9
	純粋持株会社解禁
	
	連結中心の会計制度

	H11
	株式交換・株式移転の導入
	株式交換・移転税制（租特）
	

	H13
	会社分割制度の導入
	企業組織再編税制の創設
	

	H14
	商法における連結計算書類の導入
	連結納税制度の創設
	

	H16
	
	連結付加税（2%）の廃止
	

	H18
	会社法施行
	組織再編税制の改正（株式交換・移転の本則への統合）
	企業結合・事業分離会計の整備

	H21
	
	
	企業結合・事業分離会計の改正（持分プーリング法の廃止）


（出展：税研2010/1号）



（結論）　・税制も企業グループ対象に移行していく



　　　　　・一方、連結納税の普及率は低い



　　　　　・そこでグループ法人単体課税制度を導入し、また、連結納税の見直しによる使い勝手の向上



　　　　　・含み損のある土地の売却などによる租税回避防止

2 グループ法人税制の制度趣旨



（結論）　・グループ内法人間の資産の移転が行なわれた場合であっても実質的には資産に対する支配は継

続していること。

・グループ内法人間の資産の移転の時点で課税関係を生じさせると円滑な経営資源再配置に対す

る阻害要因にもなりかねない。



　　　　　↓




　別法人か、事業部門かによる課税の公平性を保つ。

3 位置付け

　┌───── 100％グループ法人税制──────┐

　│┌─────────┐┌─────────┐│　　※100％に限定する趣旨

　　　　　　││ 100％グループ法人││ 　連結納税制度 　││　　　　　新規事業を行う場合、事業部で実施する

　　　　　　││　単体課税制度　　││ 　　　　　　　   ││　　　　ケースと、別会社を立ち上げるケースで課

  　　　　　│└─────────┘└─────────┘│　　　　税の中立性を保つ。

  　　　　　│      （強　制）            （任　意）      │　　　　⇒厳密に100％に限定

  　　　　　└──────────────────────┘　　　　　（5％未満の新株予約権、持株会等除く）

【2】 グループ法人税制の全体像

1 全体像

	制度
	適用対象法人
	取引の相手方
	適用時期
	手続き

	完全支配関係
	
	
	
	申告書に、完全支配関係を系統的に示した図を添付

	譲渡損益の繰延べ
	内国法人(普/協)
	内国法人(普/協)
	H22/10/1以後の譲渡
	・譲渡法人→譲受法人への通知（遅滞なく）

・譲受法人→譲渡法人への通知（遅滞なく）

・譲受法人で簡便法での戻入計算をする場合、明細書の添付が必要

	寄附金の損金不算入※
	内国法人
	内国法人
	H22/10/1以後の寄附
	

	受贈益の益金不算入※
	内国法人
	内国法人
	H22/10/1以後の受贈益
	

	適格現物分配
	内国法人(除公益)
	内国法人(普/協)
	H22/10/1以後の現物分配
	

	配当の全額益金不算入
	内国法人

外国法人
	内国法人(除公益)
	H22/4/1以後開始事業年度
	

	発行法人への譲渡
	内国法人
	内国法人
	H22/10/1以後のみなし配当事由
	

	中小企業向け特例措置の制限
	子：内国法人(普)

親：法人
	－
	H22/4/1以後開始事業年度
	

	清算所得課税の廃止
	内国法人(普/協)
	－
	H22/10/1以後の解散
	




※法人による完全支配関係がある場合に限る。

【3】 グループ法人税制各論　→　国税庁資料

1 国税庁　法人税関係法令の改正の概要

http://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/hojin/kaisei_gaiyo2010/01.htm
2 国税庁　法人税質疑応答事例（グループ法人税制関係）第１弾

http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/joho-zeikaishaku/hojin/100810/index.htm
3 国税庁　法人税質疑応答事例（グループ法人税制関係）第２弾

　　　　http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/joho-zeikaishaku/hojin/101006/index.htm
【4】 実務上の留意点

1 法規定の不十分さからくる留意点

1. 株式持合いの場合（完全支配関係）

（直接）　　　　　　　　　　　　　　　（みなし直接）


　　　　　　　　　　100％　　　　　　　　100％　　　　　　　　100％　　　　　　　100％



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100％　　　　80％


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜間接のみ＞　＜直接＋間接＞

（持合）　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　80％　　　　　80％

　　　　　　　　　　　　　　　20％


　　　　　　　　　　　　　　　20％



（結論）　・グループ内で資本関係が完結　→　グループ税制の趣旨に鑑み、完全支配関係あり。

2. 寄附金と受贈益の額が異なる場合（寄附金の損金不算入、受贈益の益金不算入）



（事例）　・親Ｐ社→子Ｓ社に対する債権



　　　　　・債権1（貸付分）：帳簿価額100（貸付金額100）



　　　　　・債権2（購入分）：帳簿価額10（貸付金額100）



　　　　　・債権の時価：20



　　　　　・Ｓ社では、債務200がＢＳ計上されている。



　　　　　・親Ｐ社が、帳簿価額110（時価20）の債権を放棄





（週刊Ｔ＆Ａマスター　2010.10.18号）



（条文）　・法人税法37条第2項：寄附金の額（相手が受贈益の益金不算入の適用を受ける額に限定）



　　　　　・法人税法25条の2第2項：受贈益の額（相手が寄附金の損金不算入の適用を受ける額に限定）



　　　　　　→条文の文言上、金額まで対応している必要があると読める。



（Ｐ社の処理）　寄　附　金　　20／　債　　　権　110





 債権消滅損　　90



（Ｓ社の処理）　債　　　務　 200／　債務消滅益　200



（結論）　・グループ内トータルで課税関係を発生させないのが趣旨。



　　　　　・趣旨から判断して、寄附金20と消滅益200について、制度の適用を受けることも選択肢。

2 その他の留意点

1. 系統的に示した図（完全支配関係）

（記載例）国税庁質疑応答事例第２弾　問１

（留意点）・決算期が同じ法人の場合、「同一の出資関係図」をそれぞれの確定申告書に添付

　　　　　・顧問税理士が異なる場合、連絡、調整が必要

2. グループ内での資産の買い戻し（譲渡損益の繰延べ）

（状　況）Ａ→Ｂ、に譲渡して損益を繰延べた資産について、Ａが買い戻した場合

（結　論）条文上、「譲渡」には何ら制限がない。よって、譲渡損益の認識を行なう。

（留意点）・グループ内への譲渡についても、繰延べていた損益の認識を行なう。

　　　　　・買い戻す場合、一定の経済的合理性が必要であろう。

3. 適格事後設立の廃止（譲渡損益の繰延べ）

（趣　旨）・そもそも利用例が少ない（要件が厳しい）。

　　　　　・譲渡損益の繰延べ制度で代替可能。

4. 寄附金、受贈益の調整方法（寄附金の損金不算入、受贈益の益金不算入）

（方　法）
	寄附金
	受贈益
	問題点
	対策

	損金算入
	益金算入
	・所得の付替えが容易

・期限切れ間近の欠損金活用
	採用しない

	損金不算入
	益金不算入
	・後日の譲渡損作出
	寄附修正（6.参照）で対応


5. 個人を頂点にしたグループ内の寄附（寄附金の損金不算入、受贈益の益金不算入）

（法人頂点）　　　　　　　　　　　　　　（個人頂点）




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　？・・贈与税の潜脱


（対　策）






　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・株式移転による持株会社の設立




（留意点）・持株会社を設立する経済的合理性の説明。

　　　　　・ＡやＢにとってのＸ社株式の評価

6. 寄附修正（寄附金の損金不算入、受贈益の益金不算入）

（事　例）国税庁質疑応答事例第１弾　問７　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　100％　　　　　　100％



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 80％　　 　　 20％

　　　　　　　　　　　　　　寄附　100


（趣　旨）・譲渡損の作出を防止

・仮にＧ１の出資1000、Ｇ２が寄附100を行なった後、900で外部に売却。

・100の売却損計上されるものの、グループで見れば、その100はＧ４に留保されている。

（Ｇ１申告調整）　利益積立金　100　／　Ｇ２株式　 100

（Ｇ２申告調整）　Ｇ４株式　　 80　／　利益積立金　80

（Ｇ３申告調整）　Ｇ４株式　　 20　／　利益積立金　20



（留意点）・Ｇ２、Ｇ３の申告調整を受けた結果としての、Ｇ１の申告調整は行なわない。



　　　　　・Ｇ１、Ｇ２、Ｇ３において、別表５（１）の検算式は不整合となる。



　　　　　　　（期首利積＋留保金額－中間・確定分法人税等＝翌期首利積）

7. 現物分配の相手先（適格現物分配）



（留意点）・現物分配を受ける者の中に、個人、外国法人、公益法人等がある場合、全体に適用なし。

（趣　旨）
	相手先
	適用がない理由

	個人
	法人税の世界を離れ、所得税の世界に入ってしまう。

	外国法人
	資産が海外流出し、法人税課税の機会を逸する。

	公共法人、公益法人等、人格のない社団等
	資産が非営利法人等に移転し、法人税課税の機会を逸する。


8. 適格現物分配の適格要件（適格現物分配）



（留意点）・完全支配関係は、現物分配直前のみが要件で、その継続見込みは要件とされていない。



（趣　旨）・他の組織再編成とは異なり、譲渡法人側に課税ポジションが残らない、手仕舞い型の取引。

9. 適格現物分配の場合の源泉徴収（適格現物分配）



（留意点）・適格現物分配は、所得税法上、配当から除外されており、源泉徴収を要しない。

10. 発行法人への譲渡による損益（発行法人への譲渡）



（事　例）　・取得価額　500



　　　　　　・時価（譲渡対価）　600



　　　　　　・対応する資本金等の額（譲渡原価）　50

（譲渡法人の処理）　現　　金　490　／　株　　　式　500

　仮払税金　110　　　みなし配当　550

★資本金等　450

（発行法人の処理）　資本金等　　 50　／　現　金　490

　利益積立金　550　　　預り金　110



（趣　旨）・従前の合併、分割型分割と同様、手仕舞い型の取引として整合性を保つ。



　　　　　・発行法人と譲渡法人（親と子など）を一体として、資本を考える。

【5】 実務上の活用シーン

1 孫会社の子会社化

1. 株式譲渡

2. 現物分配

3. 適格分割型分割

4. 適格現物分配

2 子会社の資産を簿価で親会社に移転し、子会社は清算

1. 適格合併

2. 適格分割型分割

3. 適格現物分配＋解散による欠損金の引継ぎ

3 親から子に、現金移転

1. 出資

2. 貸付金

3. 寄附（寄附金損金不算入、受贈益の益金不算入）

4 子から親に、現金移転

1. 減資

2. 貸付金

3. 寄附（寄附金損金不算入、受贈益の益金不算入）

4. 配当（配当の全額益金不算入）

5 出資比率99％の活用

1. 中小企業向け特例措置の制限

(1) ケース1：1億－－（100％）－－1億－－（100％）－－5億

　　　　　　　　　　　　　　　　○　　　　　　　　　○　　　　　　　　　×

(2) ケース2：1億－－（100％）－－5億－－（100％）－－1億

　　　　　　　　　　　　　　　　○　　　　　　　　　×　　　　　　　　　×

(3) ケース3：5億－－（100％）－－1億－－（100％）－－1億

　　　　　　　　　　　　　　　　×　　　　　　　　　×　　　　　　　　　×

(4) ケース4：1億－－（100％）－－5億－－（ 99％）－－1億

　　　　　　　　　　　　　　　　○　　　　　　　　　○　　　　　　　　　○

｜_________＿＿＿＿（1％）＿＿＿＿＿＿＿＿｜

2. 100％子会社の解散（清算所得課税の廃止）

	持株比率
	清算損の計上
	欠損金の引継ぎ

	100％
	不可（資本金等の額を減額）
	可（残余財産がないと見込まれる時）

	99％
	可
	不可



※同族会社に係る包括否認規定や、組織再編成に係る包括否認規定には要留意。
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